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本研究の目的は，市町村保健師が地域の健康課題
を発見する実践技術と関連要因を明らかにすること
である．A県内19市町村の統括保健師らに行った半
構造化面接の逐語録から抽出した実践技術内容と行
政施策化能力評価尺度を質問項目として用いて，
2017年７～９月にA県内19市町村の常勤保健師398

名に質問紙調査を行った．得られたデータについて
因子分析を行い，行政施策化能力評価尺度との関連
をPearson相関係数で確認し，重回帰分析，階層的
重回帰分析で関連要因を確認した．その結果，実践
技術は，【地域で解決すべき健康課題を意識して住
民の生活背景に焦点を合わせる】，【データや生活状
況から健康課題を束ねる】，【地域の健康課題を解決
することに責任を持つ】，【健康課題を住民や関係者
と共有する関係を構築する】の４因子30項目で構成
された．
【地域で解決すべき健康課題を意識して住民の生
活背景に焦点を合わせる】は，地域で解決すべき健
康課題を意識して，住民に着目し注意深くアセスメ
ントする技術であり，経験年数や役職，職場内教育
との関連がみられ，経験や教育の積み重ねにより習
得されることが示唆された．【データや住民の生活
状況から健康課題を束ねる】は，分類・要約・比
較・推論の分析過程を踏まえた地域診断や個の課題

の共通点を束ねる視点であり，経験年数，役職や行
政施策化能力との関連も認められ，施策化に繋がる
技術であった．【地域の健康課題を解決することに
責任を持つ】は，看護実践の倫理規準に一致する技
術であり，唯一経験年数との関連がみられず，公衆
衛生看護倫理について教育する重要性も示唆され
た．【健康課題を住民や関係者と共有する関係を構
築する】は，課題解決も視野に入れた継続的な関係
性を構築する技術であり，経験年数，役職との関連
がみられた．４つの実践技術は，全て行政施策化能
力評価尺度との関連が認められ，実践技術が地域診
断サイクルに影響することが示唆された．

Ⅰ　緒　言

2013年に厚生労働省局長通知で発出された「地域
における保健師の保健活動に関する指針」では，保
健師の保健活動の基本的な方向性として，①地域診
断に基づくPDCAサイクルの実施②個別課題から地
域課題への視点及び活動の展開など10項目にわたる
留意事項が示されている１）．これらの活動を実践す
るには，保健師活動の理論と実践場面の関連性の理
解が必要である．保健師現任教育では，保健師活動
を理論的に説明する技術の習得が求められている
２）．保健師活動において，個別事例（以下，個とす
る）への丁寧な対応から地域を対象とした活動を展
開する方法は確立されているが，保健師の価値観の
多様化により個の対応が地域の課題としてつながり
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にくくなっていることや個の課題の共通点を束ねる
視点が弱いという実践上の課題が報告３，４）されてい
る．個の課題を地域の課題としてみる「視点」とそ
れを効果的に進めるための「手順」を身に付けて意
識すること，それを活動の中で確認することを繰り
返し行っていくことが必要である．
また，活動分野の拡大や業務分担制のため分野横

断的に地域全体を把握する保健師の機能が低下してい
るのではないか５）という指摘もあり，適切な世代間継
承を行うためにも健康課題の明確化を図る上で必要な
実践技術を明確にすることは喫緊の課題である．
保健師の実践技術に関する研究で健康課題の明確
化について明らかにされているものは，（１）事業
創出プロセスと方策６）や事業・社会資源創出コンピ
テンシー７），施策化能力８）など，施策化や事業化の
プロセスの中で多様な情報の統合化や生活背景の分
析の視点，健康問題をもつ対象への目の向け方，地
域住民との協働する行動（２）公衆衛生基本活動９），
保健活動の成果や必要性を見せる行動10，11）など実践
活動の評価のプロセスの中で，地域に潜在する事例
の発見や継続的に事例に関わる姿勢，根拠のある方
法論に基づいたアセスメントの探索行動や健康課題
の存在を見える形にして示す行動が明らかにされる
とともに，質的データの分析方法が明確になってい
ない12）ことが指摘されていた．（３）質的データの
活用技術12）では，保健師が個別事例から把握した住
民の声や保健師が観察したこと五感で感じたことを
言語化し，目的別に３つの技術と各技術を展開する
段階が明確化されている．
しかしながら，いまだに保健師が健康課題を発見

する場面でその視点や手順がわからないといった課
題が報告４）されていることや，健康課題発見の場面
に焦点化した視点や判断，行動を明らかにした研究
がないことから，実践レベルの視点や判断，行動を
健康課題発見の実践技術として明らかにしていく必
要があると考えた．
また，保健師が行う行政施策化能力は，地域課題

の実態を把握し，地域において取り組むべき健康課
題の明確化（地域診断）に基づく，Plan‑Do‑Seeの
プロセスやPDCAサイクルによる基本的な保健活動
と関連する13）ことが明らかにされている．すなわち
健康課題発見の実践技術を向上させることが行政施
策化へ影響すると考えられた．そこで本研究では，

保健師活動領域調査結果から最も幅広い分野で保健
師活動を展開し，地域の健康課題の解決を図るため，
行政施策へ反映させる機会を多く持つ市町村保健師
に焦点をあて，地域の健康課題発見に必要な実践技
術（以下，「実践技術」という）と関連要因を明ら
かにすることとした．
本論文では，「健康課題発見」は，個や集団，地

域を対象に問題意識をもって実態把握をし，健康を
阻害する問題について未来予測し，予防的な見立て
を行うことと定義した．

Ⅱ　目的と意義

地域診断に基づくPDCAサイクルの展開の促進力
となる地域の健康課題発見の実践技術について内容
や関連要因を明らかにし，これまで一般化されてこ
なかった技術を言語化することを目的とした．
本研究で明らかにした実践技術や関連要因を，看

護基礎教育や現任教育において活用することで，保健
師が保健師活動指針に基づく活動を効果的に展開で
き，保健師活動の水準を上げることが期待される．ま
た，科学的根拠に基づく具体的な実践技術の提示や効
果的な指導方法の確立を可能にすると考えられる．

Ⅲ　研究方法

１．研究デザイン
質問紙調査法

２．調査方法
１）調査対象者

A県内の19市町村に勤務する常勤保健師で産休お
よび育休中の者を除く420人
２）調査期間

2017年７月29日～９月19日
３）調査方法

19市町村の保健師代表者宛に調査依頼を電話及び
メールにて行い，同意が得られた市町村の所属長へ
の調査依頼文と保健師代表宛に常勤保健師人数分の
調査協力依頼文書と無記名自記式質問紙を2017年８
月４日から郵送し，所属保健師への配布と回収，９
月19日までに返送を依頼した．依頼文と説明文には，
研究目的と意義，倫理的配慮，質問紙の記入方法と
回収方法及び結果の活用方法を明記した．質問紙は
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無記名とし，回収の過程で内容が他者に見られない
よう個別の封筒に入れたものを，市町村ごとに保健
師代表者を介して一括して返送してもらった．なお，
研究への同意確認は，質問紙の返送をもって承諾と
みなした．
４）調査内容
質問紙は調査票１～３で構成し，調査票１は，基
本属性として保健師経験年数，年代，養成機関，担
当業務，業務体制，役職を尋ね，先行研究の結果９）

から実践技術の習得に関係すると予測された研修・
学会参加（公務・公務外）の有無，先輩からの学び
の経験の有無，職場内教育の有無を尋ね併せて９項
目とした．
調査票２は，A県内の19市町村の統括保健師ら38

名を対象に，①理想とする保健師活動の観点から
「問題発見」について習得すべきと思われる視点②
統括保健師が実施している「問題発見」の着眼点を
テーマにグループインタビューを行い，保健師の語
りの中から「地域の健康課題発見」の視点や意識を
基準に代表的なデータを抽出後，意味内容の類似性
に従ってデータを集約し質的帰納的分析を行い，抽
出した実践技術内容から121の質問項目を作成した．
各項目を①できない②ややできない③ややできる④
できる　の４件法で尋ね，０～３点を与えた．
調査票３は，行政保健師の施策化能力評価尺度８）

を尺度開発者に使用許可をとった上で（許諾2016年
12月７日）用いた．本尺度は，鈴木らにより2014年
に開発された尺度で，政令市の常勤保健師460人を
対象とした疫学調査結果より得られたデータを基
に，信頼性として尺度全体のα係数が0.93，妥当性
として構成概念妥当性，基準関連妥当性が確認され
ており，行政保健師の施策化を評価するために十分
な信頼性と妥当性を有する有効な尺度である．この
尺度は16項目で，各項目を①できない②ややできな
い③ややできる④できる　の４件法で尋ね，０～３
点を与えたものである．
５）分析方法
解析は，SPSS Ver.25 for windowsを使用し，以

下の分析を行った．
（１）基本属性と得点の偏りについて確認
項目ごとの回答割合や分布，平均値，標準偏差を
算出した．
天井効果とフロア効果，I‑T相関（Item−Total

Analysis），G‑P分析（Good‑Poor Analysis），α係
数による相関，項目間の相関分析を行った．
（２）実践技術項目と因子
探索的因子分析を行い，抽出された因子に基づき，

因子名を命名した．
（３）基準関連の信頼性と妥当性の検討
内的整合性の検討のために各因子および実践技術

項目のCronbachα係数を算出した．また尺度間関
連分析として，実践技術項目と行政施策化能力評価
尺度の相関をPearsonの積率相関係数を算出し検討
した．
（４）実践技術項目，行政施策化能力評価尺度の関
連要因の検討
実践技術項目の関連要因と行政施策化能力評価尺
度の関連要因について，重回帰分析にて検討した．
６）倫理的配慮
研究の主旨・研究方法・研究同意と撤回・プライ

バシー保護及び個人情報の保護・資料の保存と廃
棄・研究参加の利益と不利益・研究結果の公表，質
問紙の返送をもって承諾とみなすことを研究対象者
に文章で説明し，返送をもって調査の同意が得られ
たと判断した．本研究で得たデータは，すべて個人
情報が漏れることのないよう厳重に管理した．本研
究は，山口大学大学院医学系研究科保健学専攻医学
系研究倫理審査委員会の承認を得て実施した．（承
認：2017年７月27日　第473号）

Ⅳ　結　果

１．質問紙回収数（回収率）
質問紙を398人に配布し，320人から回答（回収率

80.4％）を得た．
一部政令市の保健所業務を担当する保健師と白紙

回答の５名分は分析対象から除き，有効回答数は
315人（有効回答率79.1％）．
２．対象者の基本属性・特徴
対象者の基本属性別人数（割合）を表１に示した．

対象者の基本属性としては，経験年数は，15～19年
が20.7％で最も多く，20～24年16.8％，５年未満
14.6％の順であった．年代は，40代が32.8％で最も
多く，次に30代29.8％，50代22.2％の順であった．
養成機関は，専門学校が66.7％，大学・短大が
33.3％と専門学校が６割以上を占めていた．担当業
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務では，保健部門が62.2％で次に地域包括支援セン
ターが18.4％，福祉部門が15.2％と保健部門以外が
４割となっていた．
業務分担制では，地区分担制34.7％，業務分担制

39.9％，併用25.4％と業務分担制が多かった．役職
では，係員等スタッフ職が65.1％，係長職が18.7％，
課長補佐が10.5％，課長以上の管理職が5.6％であっ
た．過去１年間の全国研修や学会参加の有無では，
80.9％と約８割は，参加なしと回答した．地域の健
康課題発見に関して先輩からの学びの経験は，
79.1％がありと回答した．職場内教育（定期的な事
例検討や研修）では，69.4％がありと回答した．
３．実践技術項目の明確化
１）項目処理
実践技術121項目について各項目の平均値，標準

偏差を確認し，実践技術項目については，平均値+

標準偏差＝３点以上を天井効果，１点未満をフロア
効果がある項目として確認した．その結果，天井効
果は該当なくフロア効果については28項目が該当し
たため除外した．
次に項目間相関は，項目の重複を避けるため

Pearsonの相関係数を確認した．
相関係数が0.7以上についてそれらの項目の内容

が非常に類似するため，一方の項目を除外すること
とし23項目を除外した．
さらに，各項目の弁別力を検証するため実践技術

項目の合計得点について四分位法により上位1/4と
下位1/4群に分け，各項目得点の平均値をｔ検定に
より比較しG‑P分析（Good‑Poor Analysis）を行っ
た結果，有意差がない項目を確認したが該当はなか
った．
次にI‑T相関（Item−Total Analysis）では，実

践技術項目の各項目得点と当該項目を除く合計得点
におけるPearsonの相関係数を確認し，相関係数
ｒ≧0.6あるいは，P<0.05を満たさない項目を確認
したが該当はなかった．
２）実践技術項目と構成因子
実践技術の121項目からフロア効果により除外し

た項目を除いた93項目について因子構造を得るた
め，探索的因子分析を主因子法プロマックス回転で
７回繰り返し行った．因子数については，初期固有
値と因子のスクリュープロットから固有値を４とし
た．因子抽出後の共通性では著しく低い項目はなか
った．これらの過程で因子負荷量0.4未満の項目を
合計61項目除外し得られた４因子32項目について，
さらに因子分析を行い因子負荷量0.4未満となった
２項目を除外した．表２で示したように第１因子
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12項目　第２因子 ６項目　第３因子 ６項目　第４
因子 ６項目　合計４因子 30項目が得られた．
第１因子は，「住民の言葉に疑問を持ち，一歩踏

み込んで住民の声を聞く」「家族単位で健康課題を

見る」「住民の行動や心理的・生物身体的反応に目
を向けて注意深く観察する」など地域の解決すべき
健康課題を意識して住民に着目し注意深くアセスメ
ントする項目であると考え，【地域で解決すべき健
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表２　実践技術の因子分析



康課題を意識して住民の生活背景に焦点を合わせ
る】（以下，因子名を【　】で表す）技術に関する
因子と命名した．
第２因子は，「データと住民の生活実態から地域

の健康課題が結びつく」「３人の共通する課題でも
地域全体で共通する課題になることを予測する」
「住民の生活状況や住民の生の声を地域診断の材料
としてみる」などデータや住民の生活状況から健康
課題を束ねようとする項目であると考え，【データ
や住民の生活状況から健康課題を束ねる】技術に関
する因子と命名した．
第３因子は，「本気で何かしたいと住民のことを

思う熱意がある」「住民の健康と命を守るという視
点を持つ」「担当地区に対して責任を持つことを意
識する」など単なる主観的な熱意ではなく責任を意
識した項目と考え，【地域の健康課題を解決するこ
とに責任を持つ】技術に関する因子と命名した．
第４因子は，「意識的に地区の事業や地区組織の

会に出て，地域を知る努力をする」「地区住民と複
数回かかわりを持ち，顔見知りの関係を築く」「地
域の関係者や他部署の人と気になる住民の情報を共
有する」など課題解決を意識しながら住民や関係者
と関係を構築する項目であると考え，【健康課題を
住民や関係者と共有する関係を構築する】技術に関
する因子と命名した．
以上のように実践技術は，【地域で解決すべき健

康課題を意識して住民の生活背景に焦点を合わせ
る】【データや住民の生活状況から健康課題を束ね

る】【地域の健康課題を解決することに責任を持つ】
【健康課題を住民や関係者と共有する関係を構築す
る】の技術で構成されることが明らかになり４因子
30項目になることが確認できた．
３）信頼性・妥当性の検証
因子数については，抽出後の負荷量平方和（寄与

率％）は第１因子43.38，第２因子4.16，第３因子2.96，
第４因子2.50で因子負荷量は0.42以上であった．因
子ごとおよび実践技術項目のCronbachα係数を算
出し，第１因子　0.93　第２因子　0.88　第３因子
0.86　第４因子　0.86といずれもCronbachα係数は
0.8以上あり十分な内的整合性を持つと判断された．
基準関連妥当性の検討は，外部基準として行政施

策化能力評価尺度を用いた．この尺度を用いた理由
は，課題発見が行政施策へつながる技術なのかを確
認できるものであり，尺度全体のCronbachα係数
が0.93と十分な内的整合性を持っており，確証的因
子分析ではGFI, AGFI, CFI, RMSEAの全てで統計
学的な許容水準をほぼ満たす適合度を持ち構成概念
の妥当性が確認されていること．この尺度は，＜コ
ミュニティパートナーシップ＞と＜地域診断サイク
ル＞の２つの因子で構成されPDCAサイクルの項目
が網羅されていることから用いた．なお，健康課題
発見の実践技術によりPDCAサイクルの展開が促進
され，その積み重ねにより行政施策化が可能になる
ことから，個のアセスメントに関する項目だけでな
く地域診断サイクルの各因子が含まれる尺度との関
連を検討することが必要であると考えた．実践技術
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表３　実践技術項目と行政施策化能力評価尺度との相関



項目４因子と行政施策化能力評価尺度２因子（第１
因子＜コミュニティパートナーシップ＞第２因子＜
地域診断サイクル＞）との相関をPearsonの積率相
関係数を算出し検討した結果，表３のとおり実践技
術項目の４因子は行政施策化能力評価尺度の第１因
子・第２因子に対してすべて有意に関連性が認めら
れた（P<0.01）．Pearson相関係数では，【地域で解
決すべき健康課題を意識して住民の生活背景に着目
する】技術は，第１因子0.647　第２因子0.655，【地
域の健康課題を解決することに責任を持つ】技術は，
第１因子0.532　第２因子0.580，【健康課題を住民や
関係者と共有する関係を構築する】技術は，第１因
子0.619　第２因子0.590と妥当性が確認された．
また【データや住民の生活状況から健康課題を束

ねる】技術は，第１因子0.735，第２因子0.759と強
い相関が認められた．行政施策化能力の第１因子は，
住民や地域の関係者組織・機関と解決すべき健康課
題を共有するなど＜コミュニティパートナーシッ
プ＞に関する項目で，第２因子は，疫学を利用して
健康課題を分析する，健康課題を多角的にアセスメ
ントするなど＜地域診断サイクル＞に関する項目と
なっており，地域の健康課題に基づいて行政施策は
展開されるものであることから考えるとその関連性
は説明可能であり【データや住民の生活状況から健
康課題を束ねる】技術は，行政施策化を可能にする
技術であるといえる．
次に構成概念の妥当性としては，参考文献で保健

師活動の概念分析の手法や内容を確認した．内容妥
当性を確保するために，地域保健の豊富な経験のあ
る大学院生と研究者で実践技術項目の内容と因子構
成について妥当性を検討し地域看護学の研究者のス
ーパーバイズを受けて確認した．表面妥当性として，
４因子30項目の内容と因子構成を行政保健師によっ
て確認をした．
以上のことから，実践技術項目の信頼性・妥当性
が確認できた．
４．実践技術項目と基本属性との関連について
実践技術に影響を及ぼすと予測された経験年数，

養成機関，役職，先輩からの学び，研修参加，職場
内教育について群内の平均値の差の検定としてt‑検
定および一元配置の分散分析を行った結果，実践技
術項目に有意差が認められた基本属性は，保健師経
験年数・役職・職場内教育であった．
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表４　経験年数と実践技術項目との関連



１）経験年数について
総得点は，25～29年の68.8±11.8が最も高かった．

表４のとおり第３因子【地域の健康課題を解決する

ことに責任を持つ】以外は実践技術との相関がみら
れた．第１因子【地域で解決すべき健康課題を意識
して住民の生活背景に焦点を合わせる】技術は，経

山口医学　第69巻　第１号（2020）32

表５　役職と実践技術項目との関連

表６　対象者の基本属性と実践技術項目の平均得点



験年数が増えるにつれて得点が上昇していた．第２
因子【データや住民の生活状況から健康課題を束ね
る】技術では，10～19年では有意な関連は認められ
なかったが，経験年数が増えるにつれて得点が上昇
していた．第３因子【地域の健康課題を解決するこ
とに責任を持つ】技術は，全ての年代において有意
差がなく，経験年数による影響もなかった．第４因
子【健康課題を住民や関係者と共有する関係を構築
する】技術では，得点は25～29年をピークに下降し
ているが，25～34年は20年未満と有意な差が認めら
れた．
また，経験年数を重ねるごとに第１因子【地域で
解決すべき健康課題を意識して住民の生活背景に焦

点を合わせる】，第２因子【データや住民の生活状
況から健康課題を束ねる】は，平均値は高くなり，
第３因子【地域の健康課題を解決することに責任を
持つ】は，10～14年が低く25～29年が最も高かった．
２）役職について
表５のとおり全因子で有意差が認められた．係員

は平均点56.1±11.6，係長は63.3±12.7，課長補佐は
70.5±11.2，課長は68.8±13.4，部次長は59.0±1.4，
その他は58.9±13.3と課長補佐が最も高かった．ま
た各因子においても，課長補佐の平均値が最も高か
った．第１因子【地域で解決すべき健康課題を意識
して住民の生活背景に焦点を合わせる】では，係員
は，係長・課長補佐とp<0.001で課長とp<0.01で有
意差が認められ，課長補佐は，その他とp<0.01で有
意差が認められた．第２因子【データや住民の生活
状況から健康課題を束ねる】では，係員は，係長と
p<0.01で課長補佐とｐ<0.001でそれぞれ有意差が認
められた．第３因子【地域の健康課題を解決するこ
とに責任を持つ】では，唯一，係員と課長補佐で
P<0.01で有意差が認められた．第４因子【健康課題
を住民や関係者と共有する関係を構築する】では，
係員は，課長補佐とp<0.01で有意差が認められた．
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表８　行政施策化能力評価尺度の関連要因

表７　実践技術項目の関連要因



３）職場内教育について
表６のとおり，職場内教育があると回答した人の

得点が，61.1±13.0と高かった．また，第１因子
【地域で解決すべき健康課題を意識して住民の生活
背景に焦点を合わせる】については職場内教育のあ
りとなしで，p<0.01で有意差が認められた．
４）重回帰分析の結果（表７）
実践技術項目の関連要因を確定するため重回帰分
析を行った結果，経験年数がβ=0.39で最も強い関
連が認められ，次に職場内教育β=0.14であった．
続いて研修参加β=0.13，役職β=0.12，先輩からの
学びβ=0.11の順に影響があった．
５．実践技術項目ならびに行政施策化能力評価尺度
の関連要因の検討
行政施策化能力評価尺度の関連要因を検討する上
で，基本属性のみによる影響と基本属性と本研究で
得られた実践技術項目を合わせた影響を比較するた
め，表８のとおり行政施策化能力評価尺度を従属変
数として階層的重回帰分析を行った．なお，第１段
階model 1では，説明変数は，基本属性との関連が
予測される変数として重回帰分析で関連が強かった
経験年数，職場内教育と行政施策化能力評価尺度の
活用で必要とされたOJTの関連項目である先輩から
の学びを優先的に投入し，それ以外の属性は除外し
た．その結果，経験年数β=0.484（ｐ＜0.001）に
おいて最も強い影響力が認められた．次に第２段階
をmodel 2として，本研究から得られた実践技術項
目の各因子を投入した．２因子の【データや住民の
生活状況から健康課題を束ねる】がβ=0.528（p＜
0.01）で最も関連性が高く，次に第１因子【地域で
解決すべき健康課題を意識して住民の生活背景に着
目する】β=0.166（P＜0.05），経験年数β=0.157

（p＜0.01）の順となった．調整済みR２乗（重決定係
数）は，model 1では0.232であったがmodel 2では
0.656となり，model 2の方が精度が高くなった．

Ⅴ　考　察

１．実践技術項目の検討
本研究の質問紙調査では，A県内の全19市町村の

常勤保健師を対象とし回収率は８割以上と類似の研
究に比較し高かった．業務部門別では保健部門が
62.2％で全国保健師活動領域調査14）における市町村

保健師の保健部門が占める割合63.3％とほぼ同率で
あった．また，役職のうち係員の割合は，本調査で
は65.1％，全国調査では63.2％とほぼ同率であった．
以上より母集団である市町村保健師としての代表性
はあったと考える．
実践技術については，探索的因子分析で４因子30

項目を確認し，その信頼性については各因子及び実
践技術項目全体のCronbachα係数より十分な内的
整合性が見られた．また項目間相関では，0.7以上の
強い相関は認められなかった．実践技術の構成概念
の妥当性については，行政施策化能力尺度との基準
関連妥当性を確認し，さらに内容妥当性や表面妥当
性についても検討し妥当性についても確認できた．
この４因子30項目からなる構成因子について，地
域の解決すべき健康課題を発見する保健師の視点や
意識の特徴から【地域で解決すべき健康課題を意識
して住民の生活背景に焦点を合わせる】【データや
住民の生活状況から健康課題を束ねる】【地域の健
康課題を解決することに責任を持つ】【健康課題を
住民や関係者と共有する関係を構築する】と因子名
を命名した．
第１因子について，先行研究で質的データから健

康課題につながりそうな事象を感知する段階では，
保健師は健康課題として取り上げられていない段階
から個別の事例で起こっている健康課題に繋がりそ
うな事象を感知する12）ことが明らかにされており，
本研究で得られた「住民の言葉に疑問を持ち，一歩
踏み込んで住民の声を聞く」「住民の行動や心理
的・生物身体的反応に目を向けて注意深く観察す
る」「健康課題につながりそうな住民や地域の変化
を見逃さないようにアンテナを張る」などの技術は，
そのための探索的行動に用いられ，地域で解決すべ
き健康課題を意識して住民へ焦点を合わせることが
重要な因子であることが明らかになった．
次に第２因子は，住民へ着目し，個の健康課題を

注意深くアセスメントした上で他の住民にも共通す
る健康課題ではないかと視点を広げるものであり，
「データと住民の生活実態から地域の健康課題が結
びつく」「３人の共通する課題でも，地域全体で共
通する課題になることを予測する」「同じ課題を持
つ人をつなげることを意識する」など【データや住
民の生活状況から健康課題を束ねる】技術であり，
斉藤15）の分類・要約・比較・推論の分析過程を踏ま
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えた地域診断や守田16）の個の課題の共通点を束ねる
視点であることが示唆された．
また第３因子は，「本気で何とかしたいと住民の

ことを思う熱意」や「住民の健康と命を守る視点」，
「担当地区に対して責任を持つ」などICN看護師の
倫理綱領17）にある看護ケアを必要とする人 （々個人，
家族，地域社会）に対する責任に一致する技術であ
ることが明らかになった．また，保健師の思考を含
む地区活動展開プロセスは，「本気の高まり」から
「本気が住民の主体性を育む」プロセスであり，そ
の中心に存在する「何とかしたい」が地区活動を展
開する駆動力になっていた18）ことと一致した．
第４因子は，保健師の重要な責務は，地域で暮ら

す人々の生活や環境を巡視し，見守ることにより，
住民の環境と健康度をきめ細かくとらえ，地域の問
題の有無とその解決方法を地域の人びとと共有して
いくことにあると平野19）が述べているとおり，「意
識的に，地区の事業や地区組織の会に出て，地域を
知る努力をする」や「地域の関係者や他部署の人と
気になる住民の情報を共有する」など【健康課題を
住民や関係者と共有する関係を構築する】技術は，
保健師が地域の健康課題を発見すると同時に住民と
一緒に健康課題を解決する方法を探る技術であるこ
とが明らかになった．
２．実践技術項目と基本属性との関連について
実践技術項目に影響を及ぼすと予測した経験年

数・養成機関・役職・先輩からの学び・研修参加・
職場内教育については，経験年数が最も影響を及ぼ
し，次に職場内教育，研修参加の順であることが明
らかになった．これは実践技術が，日常の業務の積
み重ねに加えて職場内教育や研修などによって業務
の振り返りや新しい技術の習得ができ，実践技術の
向上が図られることが示唆された．
１）経験年数との関連
第１因子【地域で解決すべき健康課題を意識して
住民の生活背景に焦点を合わせる】技術は，35年未
満までは平均値が経験年数とともに段階的に上がっ
ていくことから，継続的に実践技術を習得していく
と考えられる．一方，35年以上では１％水準では有
意差が認められなかったが，これは，管理的立場で
日常的な保健師活動を行っていないため現在の実施
状況で回答した者もあり，平均値が下がったものと
思われる．第２因子【データや住民の生活状況から

健康課題を束ねる】技術では，５年未満と５～19年
は有意差がないことから，時間をかけて習得される
技術であると考えられる．第３因子【地域の健康課
題を解決することに責任を持つ】技術は，経験年数
による関連は認められなかった．国際看護師協会の
ICN看護師の倫理綱領では，看護ケアを必要とする
人々（個人，家族，地域社会）に対する責任，看護
実践で責任と責務を有するという基準を守る責任，
人々の生命と尊厳を尊重する責任，人々が差別やヘ
ルスケアに関する権利侵害を受けないことを保証す
る責任が示されている17）．「住民の健康と命を守る
という視点を持つ」「健康課題は，直接住民の声を
聞いたり生活実態を目で確認して判断するという意
識を持つ」という意識の下には，看護倫理に基づく
看護活動を確認していることが示唆され，保健師個
人の看護観の確立が影響すると考えられる．この看
護観の確立の機会となる保健師養成機関における公
衆衛生看護の倫理教育の実態を明らかにした研究20）

では，公衆衛生看護倫理教育の必要性は高く認識さ
れているにもかかわらず，モデルカリキュラムと教
育方法，教員養成などの課題が提示されており，保
健師の実践能力の実態を踏まえると，看護基礎教育
に限らず現任教育においても，公衆衛生看護倫理に
ついて教育する重要性が考えられた．
第４因子【健康課題を住民や関係者と共有する関

係を構築する】技術では，経験年数25～34年は，20

年未満と有意差があり20年以降が高い傾向にあっ
た．第３因子【地域の健康課題を解決することに責
任を持つ】は，10～14年が最も低く25～29年が最も
高かった．この要因については，対象者の年齢構成
や倫理教育の機会の有無との関連などさらなる検討
が必要である．
２）職場内教育（定期的な事例検討や研修）との関連
職場内教育は，第１因子の【地域で解決すべき健

康課題を意識して住民の生活背景に焦点を合わせ
る】に関連が認められ，事例検討等を通じて複数の
保健師が住民への関わり方を検討し合うことによっ
て【地域で解決すべき健康課題を意識して住民の生
活背景に焦点を合わせる】技術が向上できるのでは
ないかと考えた．単なる事例の処遇検討会議ではな
く，解決すべき健康課題を意識しながら住民に着目
する方法を検討することで地域全体の健康度を高め
ていくことが可能となる．本研究では，職場内教育
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の有無で関連性を確認したが事例検討の内容や研修
体系などに関連することも考えられ，実践技術と研
修内容や方法との関連については今後の検討課題と
したい．
３．行政施策化能力尺度の関連要因について
実践技術項目と行政施策化能力評価尺度との関連

では，実践技術項目のいずれの因子も行政施策化能
力評価尺度との関連が認められた．行政施策化能力
評価尺度は，第１因子＜コミュニティパートナーシ
ップ＞第２因子＜地域診断サイクル＞で構成され，
本研究で明らかにされた地域の健康課題発見の実践
技術が，地域診断サイクルに関連していることが明
らかになった．これまで，市町村保健師は，「個」
に対する丁寧な関わりの積み重ねによって健康課題
を発見し，地域の健康課題を明確化し，活動計画，
実施，評価，改善というPDCAサイクルを展開させ，
さらに中板21）が述べているとおりPDCAサイクルは
螺旋状に繰り返されることで，より良い事業構造を
作り上げ行政施策化を促進してきた．このPDCAサ
イクルを円滑に回転させるための推進力として，地
域の健康課題を発見する実践技術が影響を与えてい
ることが証明された．
また，第２因子【データや住民の生活状況から健
康課題を束ねる】に強い相関が認められたが，これ
は住民や地域の関係者等との健康課題の共有や健康
課題を多角的にアセスメントするなど住民データの
共有や住民の生活状況から地域の解決すべき健康課
題を束ねることによって行政施策化が実現できるこ
とから考えれば項目間の類似性は説明可能である．
さらに，行政施策化能力評価尺度の関連要因を確
定するために行った重回帰分析では，基本属性のう
ち関連性を予測した先輩からの学び・職場内教育・
経験年数と本研究で得られた実践技術の各因子につ
いて，２段階で強制投入を行った．第１段階では，

先輩からの学び・職場内教育・経験年数を投入した
ところ，経験年数が有意に関連性を示していた．第
２段階で実践技術項目の第１因子から第４因子を投
入した結果，第２因子の【データや住民の生活状況
から健康課題を束ねる】が最も関連し，次に第１因
子の【地域で解決すべき健康課題を意識して住民の
生活背景に焦点を合わせる】であった．行政施策化
能力は，経験年数と有意に関連していたが，経験年
数に加えて，さらに本研究で得られた実践技術項目
の第２因子【データや住民の生活状況から健康課題
を束ねる】や第１因子【地域で解決すべき健康課題
を意識して住民の生活背景に焦点を合わせる】技術
に強い関連性がみられ，経験年数が少ない保健師で
あってもこの技術の向上により保健師活動のPDCA

サイクルを展開することが容易になり，その結果行
政施策化につなげていくことが可能になることが示
唆された．
以上のことより，これまで市町村保健師は，「個」

に対する丁寧な関わりの積み重ねによって健康課題
を発見し，地域の健康課題を明確化し，活動計画，
実施，評価，改善というPDCAサイクルを展開させ
螺旋状に積み重ねながら行政施策化を促進してきた
が，このPDCAサイクルを円滑に回転させるための
推進力として地域の健康課題を発見する実践技術が
影響を与えていることが証明された．

Ⅵ　結　語

市町村保健師活動における地域の健康課題を発見
する実践技術の因子構造は，【地域で解決すべき健
康課題を意識して住民の生活背景に焦点を合わせ
る】，【データや住民の生活状況から健康課題を束ね
る】，【地域の健康課題を解決することに責任を持
つ】，【健康課題を住民や関係者と共有する関係を構
築する】の４因子30項目であることが明らかになっ
た．関連要因についても確認された．これまで一般
化されてこなかった地域の健康課題発見に必要な実
践技術の言語化をすることができた．
またこの実践技術は，保健師が健康課題を発見し

地域の健康課題を明確化し，活動計画，実施，評価，
改善というPDCAサイクルを展開させる推進力とな
り，PDCAサイクルを円滑に回転させながら，螺旋
状に積み重ねることによって，行政施策化を促進さ
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せていると考える．
以上のとおり本研究により，実践技術項目の明確

化と信頼性・妥当性の一定の検証はできた．しかし
研究の限界として，本研究はA県内の市町の保健師
に限定したデータであることから偏りがある可能性
は否定できない．今後はさらに，地域性の異なる自
治体保健師の活動への適合性の検証などを行うこと
が必要であると考える．
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The purpose of this study is to identify the

practical techniques and related factors of how

public health nurses working for local

governments finding community health needs.

To answer this question, we conducted a

questionnaire survey about a scale measuring the

competences of public health nurses in the policy

in Japanese administrative agencies and contents

of the practical techniques. And we found

relations in the Pearson correlation coefficient

and build on multiple and hierarchical multiple

regression analyses to identify the related factors.

As a result, we identified the 4 main factors of

practical techniques,“ to be aware of the

community health needs must be solved in the

regions and focus on the citizen’ s life

backgrounds”，“to bundle community health

needs from data and living conditions”，“to bear

the responsibility of solving regional community

health needs”，and“to build relationships with

citizens and persons concerned to share

community health needs”，and 30 articles.
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